
参考資料1   

看護師等養成所の運営に関する指導要領   

保健師養成所、助産師養成所、看護師養成所及び准看護師養成所の運営に関する指  

導については、保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号）、保健師助産師看  

護師法施行令（昭和28年政令第386号。以下「施行令」という。）及び保健師助産  

師看護師学校養成所指定規則（昭和26年文部省・厚生省令第1弓。以下「指定規則」  

という。）に定めるもののほか、この要領に定めるところによる。  

第1 課程の定義等  

この要領において、看護師養成所における課程の定義は、次のとおりであるこ  

と。  

・こ1）「3年課程」とは、指定規則第4条第1項に規定する課程のうち、（2）に規定   

する課程を除くものをいう。  

〔2）「3年課程（定時制）」とは、指定規則第4莱第1項に規定する課程であって、   

定時制により4年間の教育を行うものをいう。  

（3）「2年課程」とは、指定規則第4条第2項に規定する課程のうら、（4）及び（5）   

に規定する課程を除くものをいう。  

（4）「2年課程（定時制）」とは、指定規則第4莱第2項に規定する課程であって、   

定時制により3年間の教育を行うものをいう。  

（5）「2年課程（通信制）」とは、指定規則第4条第2項に規定する課程のうら同項   

第1号ただし書に基づき、免許を得た後10年以上業務に従事している准看護師を   

対象に、主として通信学習により2年以上の教育を行うものをいう。  

なお、通信学習とは、印刷教材を送付若しくは指定し、主としてこれにより学修   

させる授業（以下「印刷教材による‡受業」という。）、主として放送その他これに準   

ずるものの視聴により学修させる授業（以下「放送授業」という。）等により行わ   

れるものとする。  

第2 学則に関する事項   

1 学則は、責成所ごとに定めること。ただし、二以上の養成所を併設するものに  

あっては、これらの養成所を総合して学則を定めて差し支えないこと。   

2 学則の中には、次の事項を記載すること。   

（1）設置の日的   

（2）名称   

（：∋）位置   

（4）養成所名（二以上の養成所を併設するものに限る。ただし、保健師養成所と  

看護師養成所（3年課程及び3年課程（定時制）に限る。この項において同じ。）  

又は助産師養成所と看護師養成所の指定を併せて受け、それらの教育内容を併  
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せて教授する教育課程（以下「統合力リキュラム」という。）により教育を行う  

場合は、その旨を明記すること。）   

（5）課程名（看護師養成所に限る。）   

（6）定員（看護師養成所及び准看護師養成所にあっては、1学年の入学定員及び  

総定員）及び－の授業科目について同時に授業を行う学生の編成に関する事項   

（7）修業年限、学期及び授業を行わない日に関する事項   

（8）教育課程及び単位数（准看護師養成所にあっては、時間数）に関する事項   

（9）成績の評価及び単位の認定に関する事項   

（10：）大学や他の学校養成所等で修得した単位の認定に関する事項   

（11二）入学、退学、転学、休学及び卒業に関する事項   

（12二）教職員の組織に関する事項   

（13：）運営を行うための会議に関する事項   

（14二）学生の健康管理に関する事項   

（15：）授業料、入学料、その他の費用徴収に関する事項   

3 学則に記載した事項の細部については、必要に応じ細則を定めること。  

第3 学生に関する事項  

1 入学資格の確認  

入学資格の確認は、次の書類を提出させることにより確実に行うこと。   

（1）保健師養成所及び助産師養成所  

看護師学校の修了証書の写し若しくは修了見込証明書又は看護師養成所の卒  

業証書の写し若しくは卒業見込証明書   

（2）看護師養成所  

ア 3年課程及び3年課程（定時制）にあっては、学校教育法（昭和22年法  

律第26号）第56実の規定により大学に入学することのできる者であるこ  

とを証明する次の書類  

（ア）高等学校又は中等教育学校を卒業した者にあっては、高等学校又は中等  

教育学校の卒業証明書又は卒業見込証明書  

（イ）学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号）第69条第4弓に  

該当する者にあっては、大学入学資格検定合格証書又は合格証明書  

（ウ）（ア）又は（イ）以外の者で、学校教育法第56莱に該当するものにあっ  

ては、それを証明する書類  

イ 2年課程及び2年課程（定時制）にあっては、准看護師免許を取得してい  

ること及び免許を得た後3年以上業務に従事していること又は高等学校若し  

くは中等教育学校を卒業していることを証明する次の書類  
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（ア）准看護師免許証の写し  

なお、准看護師免許を受けることができる者であって入学願書の提出時  

に准看護師免許を取得していないものにあっては、入学時に准看護師免許  

証又は准看護師籍登録証明書を提示又は提出させ、免許取得の事実を確認  

すること。   

（イ）免許を得た後3年以上業務に従事している准看護師にあっては、准看護  

師として3年以上業務に従事した旨の就業証明書（高等学校又は中等教育  

学校卒業者等の場合を除く。）  

なお、入学願書の提出時に准看護師として業務に従事した期間が3年（3  

6か月）に満たない者は、入学時に就業証明書を提出させ、業務従事期間  

を確認すること。   

（ウ）高等学校又は中等教育学校を卒業している准看護師にあっては、高等学  

校又は中等教育学校の卒業証明書又は卒業見込証明書  

ウ 2年課程（通信制）にあっては、准看護師免許を取得していること及び免  

許を得た後10年以上業矛割こ従事していることを証明する次の書類  

（ア）准看護師免許証の写し   

（イ）准看護師として10年（120か月）以上業矛割こ従事した旨の就業証明  

童 ∈≡l  

なお、入学願書の提出時に准看護師として業務に従事した期間が、10  

年（120か月）に満たない者は、入学時に就業証明書を提出させ、業務  

従事期間を確認すること。  

（3）准看護師養成所  

学校教育法第47条の規定により高等学校に入学することのできる者である  

ことを証明する次の書類   

ア 中学校を卒業した者にあっては、中学校の卒業証明書又は卒業見込証明書   

イ 中等教育学校の前期課程を修了した者にあっては、中等教育学校の前期課程  

の修了証明書又は修了見込証明書   

ウ ア又はイ以外の者で、学校教育法第47実に該当するものにあっては、それ  

を証明する書類  

2 入学の選考  

（1）入学の選考は、提出された書類、選考のための学力検査の成績等に墨つき、  

適正に行うこと。  

（2之）保健師、助産師、看護師又は准看護師としての能力や適性にかかわりのない  

事項（体型、年齢、家族関係、色覚、医療機関への勤務の可否等）によって入  

学を制限しないこと。  
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（3）他の分野で働く社会人については、その経馬剣こ配慮した入学試馬英を設けるこ  

とが望ましいこと。  

3 卒業の認定  

（1）学生の卒業は、学生の成績を評価してこれを認めること。  

（2）欠席日数が出席すべき日数の≡分の－を超える者については、原則として卒  

業を認めないこと。（2年課程（通信制）を除く。）  

4 学生に対する指導等  

（1）特定の医療機関に勤務する又は勤務していることを入学の条件とするなど学  

生又はこれになろうとする吉が、特定の医療機関に勤務しない又は勤務してい  

ないことを理由に不利益な取扱いをしないこと。  

（2）奨学金の受給について、学生又はこれになろうとする者に対して、的確な情  

報を提供するとともに、必要に応じて、助言、指導等を行うようにすること。  

（3）医療機関に勤務している学生が看護師等の資格を南しない場合に、法律に違  

反する業務を行わないように指導すること。  

5 外国人の留学生の受入れ  

（1）看護師等養成所で受入れる留学生の人数は、教育指導や実習受入れの観点か  

ら．、養成所の各学年定員の10％以内であること。  

（2）当該留学生の教育及び生活指導の向上のため、指定規則に定める専任教員に  

加えて、留学生5人に対し1人の割合で、担当する専任教員をおくこと。  

（3）留学生の受入れに際しては、在留資格、学歴、日本語能力について確認する  

とともに、次の事項に留意が必要であること。  

ア 留学期間中に、就労することなく生活費用の支弁手段があること。  

イ 奨学資金については、免許取得後の特定病院での勤務をあらかじめ義務づ  

けるような形態は避け、卒業後の進路は本人の自由選択に委ねること。  

り 帰国後は日本で学んだ技術を本国で生かし、本国で看護に関する業務に従  

事する予定が明確であること。  

工 進級書式馬実等については特別の扱いを行わないこと。  

オ 留学生がアルバイトを行う場合には、法務大臣から資格外活動の許可を受  

ける必要があること。  

また、看護師等養成所への留学生が医療機関等においてアルバイトを行う  

ことについては、語学力の問題があり、日本の国内法令や病院内での業務の  

慣行、生活習慣についての知識がないため、保健師助産師看護師法違反を生  

じやすいことから、原則として医療機関における資格外活動の許可は受ける  

ことができないこと。  
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第4 教員に関する事項  

1 専任教員及び教務主任   

（一り保健師養成所の専任教員となることのできる者は、次のいずれにも該当する  

者であること。  

ア 保健師として5年以上業務に従事した者  

イ （ア）から（ウ）までのいずれかの研修（以下「専任教員として必要な研  

修」という。）を修了した者又は保健師の教育に閲し、これと同等以上の学識  

経験を有すると認められる者  

（ア）厚生労働省看護研修研究センターの看護教員養成課程  

（イ）厚生労働省が認定した看護教員養成講習会（旧厚生省が委託実施したも  

のを含む。）  

（ウ）国立保健医療科学院の専攻課程（平成14年度及び平成15年度 旧国  

立公衆衛生院の専攻課程看護コースを含む。）及び専門課程地域保健福祉分  

野（平成16年度）   

（2）助産師養成所の専任教員となることのできる者は、次のいずれにも該当する  

者であること。  

ア 助産師として5年以上業務に従事した者  

イ 専任教員として必要な研修を修了した者又は助産師の教育に閲し、これと  

同等以上の学喜哉経験を再すると認められる者   

（3）看護師養成所の専任教員となることのできる者は、次のいずれにも該当する  

看であること。ただし、保健師、助産師又は看護師として指定規則別表3の専  

門分野の教育内容（以下「専門領域」という。）のうらの一つの業務に3年以上  

従事した者で、大学において教育に関する科目を履修して卒業したものは、こ  

れにかかわらず専任教員となることができること。  

ア 保健師、助産師又は看護師として5年以上業務に従事した者  

イ 専任教員として必要な研修を修了した者又は看護師の教育に閲し、これと  

同等以上の学喜哉経馬英を脅すると認められる者   

（4）准看護師養成所の専任教員となることができる者は、次のいずれにも該当す  

る者であること。ただし、保健師、助産師又は看護師として指定規則別表4の  

専門科目の教育内容のうらの一つの業務に3年以上従事した看で、大学におい  

て教育に関する科目を履修して卒業したものは、これにかかわらず専任教員と  

なることができること。  

ア 保健師、助産師又は看護師として5年以上業務に従事した者  

イ 専任教員として必要な研修を修了した者又は准看護師の教育に閲し、これ  

と同等以上の学識経験を肯すると認められる者  
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（5）教員は、－の養成所の一の課程に限り専任教員となることができること。  

（6）専任教員は、看護師養成所にあっては専門領土或ごとに、准看護師養成所にあ   

っては専門科目ごとに配置し、学生の指導に支障を来さないようにすること。  

（7）専任教員は、保健師養成所及び助産師養成所では3人以上、看護師養成所で   

は、、3年課程及び3年課程（定時制）にあっては8人以上（当分の問、6人以   

上）、2年課程、2年課程（定時制）及び2年課程（通信制）にあっては7人以   

上（当分の間、5人以上）、准看護師養成所にあっては5人以上（当分の間、3   

人以上）確保すること。  

（8）専任教員は、保健師養成所及び助産師養成所にあっては学生定員が20人を   

超える場合には適当数、看護師養成所（3年課程、3年課程（定時制）及び2   

年課程（定時制））にあっては、学生総定員が120人を超える場合には学生3   

0人を目途に1人、増員すること、また、看護師養成所2年課程及び准看護師   

養成所にあっては学生総定員が80人を超える場合には学生30人を目途に1   

人、看護師養成所2年課程（通信制）にあっては学生総定員が500人を超え   

る場合には学生100人を目途に1人増員することが望ましいこと。  

（9）専任教員の担当授業時間数は、過重にならないよう1人1週間当たり15時   

間を標準とすること。（2年課程（通信制）を除く。）  

また、2年課程（通信制）の専任教員についても、その業務が過重にならな  

いよう十分配慮すること。  

（10：）教務主任となることのできる者は、（1）、（2）、（3）又は（4）に該当す  

る者であって、次のいずれかに該当するものであること。  

ア 専任教員の経験を3年以上脅する者  

イ 厚生労働省看護研修研究センターの幹部看護教員養成課程修了者  

ウ ア又はイと同等以上の学識経験を脅すると認められる者  

（11）専任教員は、－の養成所の－の課程に限り教務主任となることができるこ  

と。  

2 養成所の長及びそれを補佐する者  

（1）養成所の長が兼任である場合又は二以上の課程を併設する場合には、長を補  

佐する専任の職員を配置することが望ましいこと。  

（2）養成所の長を補佐する専任の職員を置く場合は、長又は長を補佐する専任の  

職員のいずれかは看護職員とすること。  

3 実習調整者  

（1）臨地実習全体の計画の作成、実習施設との調整等を行う者（以下「実習調整  

者．」という。）が定められていること。  

（2）実習調整者となることのできる者は、1－（1）、（2）、（3）又は（4）に  
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該当する者であること。   

4 その他の教員   

（1）各科目を教授する教員は、当該科目について相当の学喜哉経験を有する者であ  

ること。   

（2）2年課程（通信制）については、授業で課されるレポート等の添削指導を行  

う添削指導員を10人以上確保すること。この添削指導員は当該科目に閲し相  

当の学識経験を有する者であること。また、添削指導員は常勤である必要はな  

いものとする。なお、学生総定員が500名を超える場合には、学生100人  

を目途に添削指導員を2名増員することが望ましいこと。  

第5 教育に関する事項  

1 教育の内容等  

留意点等は、保健師養成所にあっては別表1、助産師養  

看護師養成所にあっては、3年課程及び3年課程（定時  

2年課程、2年課程（定時制）及び2年課程（通信制）  

准看護師養成所にあっては別表4のとおりであること。  

教育の基本的考え方、   

成所にあっては別表2、   

制）については別表3、   

については別表3－2、  

2 履修時間数等  

（1）保健師養成所  

教育課程の編成に当たっては、21単位以上で、675時間以上の講義、実   

習等を行うようにすること。  

（2）助産師養成所  

教育課程の編成に当たっては、22単位以上で、720時間以上の講義、実   

習等を行うようにすること。  

（3）看護師養成所  

教育課程の編成に当たっては、3年課程及び3年課程（定時制）にあっては、   

碁石楚分野13単位以上で360時間以上、専門碁石楚分野21単位以上で510   

時間以上、専門分野36単位以上で990時間以上及び臨地実習23単位以上   

で1035時間以上の講義、実習等を行うようにすること。また、2年課程、   

2年課程（定時制）及び2年課程（通信制）にあっては、基礎分野については   

3－（1）に定める基本的計算方法によらず7単位以上で315時間以上、専   

門基礎分野、専門分野及び臨地実習についてはそれぞれ14単位以上で315   

時間以上、25単位以上で750時間以上及び16単位以上で720時間以上   

の講義、実習等を行うようにすること。  

（4）准看護師養成所  

教育課程の編成に当たっては、碁石楚科日105時間以上、専門碁石楚科目38   

5時間以上、専門科目665時間以上及び臨地実習735時間以上の講義、実  
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習等を行うようにすること。  

3 単位制について   

保健師、助産師及び看護師蓑成所に係る単位の計算方法等については、次のと   

おりであること。  

（1）単位の計算方法   

ア 保健師養成所、助産師養成所及び看護師養成所（3年課程、3年課程（定  

時制）、2年課程及び2年課程（定時制））   

（ア）臨地実習以外の授業  

1単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内容をもって構成する  

ことを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間  

外に必要な学修等を考慮して、1単位の授業時間数は、講義及び演習につ  

いては15時間から30時間、実験、実習及び実技については30時間か  

ら45時間の範囲で定めること。  

（イ）臨地実習  

臨地実習については、1単位を45時間の実習をもって構成すること。  

（ウ）時間数  

時間数は、実際に講義、実習等が行われる時間をもって計算すること。  

イ 看護師養成所2年課程（通信制）  

（ア）通信学習による授業  

1単位の授業科白を45時間の学修を必要とする内容をもって構成する  

ことを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間  

外に必要な学修等を考慮して、印刷教材による授業については、45時間  

相当の印刷教材の学修をもって1単位とし、放送授業については、15時  

間の放送等の視聴をもって1単位とすること。  

（イ）臨地実習  

臨地実習については、1単位あたり45時間の学修を必要とする紙上事  

例演習、病院見学実習及び面接授業をもって構成すること。  

（2）単位の認定  

ア 単位を認定するに当たっては、講義、実習等を必要な時間数以上受けてい  

るとともに、当該科目の内容を修得していることを確認する必要があること。  

なお、2年課程（通信制）における当該科目の内容を修得していることの確  

認については、1単位ごとにレポート提出、試験等を行うことを標準とする  

こと。  

イ 放送大学やその他の大学若しくは高等専門学校又は以下の資格に係る学校  

若しくは養成所で、指定規則別表第3及び第3の2に規定されている教育内  
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